


地方自治体への財政支援

＜「宅地液状化防止事業」に係る地方財政措置の拡充＞

＜支援者の宿泊対策＞
○全国の自治体からの応援職員やインフラ復旧工事事業者等の宿泊場所について、石川県が一元的に確保・費用

負担する場合に、その費用の８割を新たに特別交付税により措置

○隣接住宅地も含めてエリア一体的な液状化対策を講ずる「宅地液状化防止事業」について、補助率の嵩上

げ等が行われるのにあわせ、地方財政措置を拡充する。
※市町村が施工する事業に係る市町村の負担について地方債と普通交付税（措置率95％）により措置。
所有者が施工する事業に係る市町村の負担の８割について特別交付税措置。

※石川県において、第一弾として、のと里山空港に支援者宿泊拠点を整備（石川県庁HPの資料抜粋）

【整備概要】

のと里山空港の敷地内に、コン

テナハウスや仮設カプセルホテ

ルなど、プレハブ式の宿泊施設

（82室134名分）を設置

（着工済。3月中の運用開始を

目指す）

＜上記以外の主な地方財政措置＞

○特別交付税の繰上げ交付（１月９日及び２月９日に決定）及び特別交付税の交付（３月２２日に決定）

○全国の自治体からの応援職員に係る経費の８割について特別交付税措置

○「災害廃棄物処理事業」や「なりわい再建支援事業」について、被害の大きな自治体において、

地方債と普通交付税（措置率95％）により措置

○「能登地域６市町向けの地域福祉推進支援臨時特例交付金」に係る石川県の負担の８割について特別交付税措置

○上下水道の災害復旧事業について、特に被害の大きい団体において、地方債と普通交付税（措置率95％）により措置

新

仮設カプセルホテルコンテナハウス

（11室11名分） （71室123名分）
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